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１．コミュニティサイクルの取組動向

アンケートにより全国の自治体のコミュニティサイクルの取組状況を調査

コミュニティサイクルの実施都市は１１０都市。（平成２９年１０月１日時点）

※H29年10月１日時点
※アンケート回答自治体のうち、本格導入を図示
※民設民営の取組については、回答があった自治体を図示

①-1コミュニティサイクルの実施状況
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【コミュニティサイクルの実施都市】【コミュニティサイクル実施状況】

110都市

63%

4都市

2%

19都市

11%

42都市

24%

平成29年度までにコミュニティサ

イクルを本格導入している（平成

29年10月1日現在）

平成29年度にコミュニティサイク

ルの本格導入を開始（平成29年

10月1日以降）

平成29年度にコミュニティサイク

ルの社会実験を実施した（または

実施中）

平成29年度にコミュニティサイク

ルの本格導入や社会実験を検討

（都市数）
N=175都市
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観光戦略の推進のため

公共交通の機能補完のため

地域の活性化のため

環境負荷の軽減のため

放置自転車の削減のため

自動車利用の抑制のため

健康増進のため

自転車のシェアリング

による自転車総量の抑制

その他

１．コミュニティサイクルの取組動向

※H29年10月１日時点
※アンケート回答自治体のうち、本格導入をカウント
※民設民営の取組については、回答があった自治体名称をカウント

②コミュニティサイクルの実施と指数の推移と導入目的
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回答数330（110都市）
※複数回答あり

（都市）

【コミュニティサイクル導入目的】

コミュニティサイクルの実施都市数は増加傾向。

導入目的は「観光推進」や「公共交通補完」、「地域活性化」といった項目が多い。

【コミュニティサイクルの実施都市数の推移】
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自転車台数・ポート数などにおいて、比較的大規模に実施されている都市もみられるが、平均的な規模は
小さい。

10箇所以上ポートを設置している都市数は増加傾向であったが、平成27年から28年にかけて横ばい。

１．コミュニティサイクルの取組動向
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③コミュニティサイクルの実施規模

【自転車台数】

【ポート数】

【回転率】

各年次の数値は各年度末（3/31）時点
【参考】H25からの年度ごとの変化

【H25】8.2箇所→ 【H26】8.8箇所→ 【H27】9.9箇所→ 【H28】8.4箇所

【10箇所以上ポートを設置している都市数】
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最大54個所

平均8．4個所

最大4．4回/台・日

平均0．6回/台・日

平成29年10月時点平成29年10月時点

平成29年10月時点

（都市）

平均値以下の数値が全体に占める割合：78％

平均値以下の数値が全体に占める割合：71％

平均値以下の数値が全体に占める割合：73％
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ポートは道路や観光施設等様々な場所に設置されている。
一方、駅周辺へのポート設置状況は海外と比較すると、国内は少ない状況である。

110都市
N=873箇所
※複数回答あり

【ポートの設置場所】

１．コミュニティサイクルの取組動向

④ポートの設置個所

【駅周辺ポートの設置状況】

地下鉄駅に近接した路上のポート（左：ロンドン 右：パリ）
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上記以外の公有地の例）：市役所・公民館・公営施設等
上記以外の私有地の例）：宿泊施設（ホテル）・駐車場・借地
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コミュニティサイクル実施上の課題としては、事業採算性の確保が最も多く、全体の約6割が課題
と認識している。
多くの都市で現状の規模を維持ないしは拡大を企図している。

N=110都市
※複数回答あり

【今後の展開】

１．コミュニティサイクルの取組動向

⑤課題と今後の展開

【コミュニティサイクルの課題】

N=110都市
※複数回答あり
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コミュニティサイクルが国内で導入され始めて約１０年が経過。

約１０年でコミュニティサイクルの導入都市は１００都市以上（平成２９年１０月時点１１０都市）。

○コミュニティサイクル導入効果を評価する必要があり、導入効果の実施状況の把握が必要。

○約１０年経過したことで契約期間満了を迎える都市も多数あり、契約期間更新に向けた各都
市の取組状況の把握が必要。

１．コミュニティサイクルの取組動向
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事業効果を

分析してい

る, 42, 38%

事業効果を

分析してい

ない, 68, 
62%

２．事業の整備効果

①整備効果の分析

整備効果の分析を実施している都市は全体の約４割。
整備効果の把握方法はアンケート調査が多い。
整備効果の項目は、利用者の満足度を分析している都市が多い。次いで、観光戦略の推進について
分析している都市が多い。
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【整備効果の分析の有無】

N=110

【整備効果の具体的な分析項目】
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N=42
※複数回答あり

（都市）

【整備効果の把握方法】

N=42
※複数回答あり
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（都市）



２．事業の整備効果

②今後整備効果を把握したい項目

整備効果の分析を実施している都市のうち、今後、整備効果を把握したい項目は、「公共交通との
連携強化」や「非定期利用者の増加」に関する項目が多い。
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【今後整備効果を把握したい項目（分析実施都市）】

N=42
※複数回答あり

（都市）
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公共交通との連携強化

非定期利用者の増加

ランニングコストの縮減

地域の観光団体との連携強化

周辺自治体との連携

附帯事業の拡充・収益性向上

定期利用者の増加

事業方式・契約内容の見直し

イニシャルコストの縮減

自動車からの乗換え促進

自己所有自転車からの乗換え促進

他の運営事業者との相互利用

特に予定している取組みは無い

その他



【今後整備効果を把握したい項目（分析未実施都市）】

30
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16
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地域の商団体・観光団体との連携強化

非定期利用者の増加

公共交通との連携強化

周辺自治体との連携

ランニングコストの縮減

事業方式・契約内容の見直し

附帯事業の拡充・収益性向上

定期利用者の増加

イニシャルコストの縮減

他の運営事業者との相互利用

自動車からの乗換え促進

自己所有自転車からの乗換え促進

特に予定している取組みは無い

その他

２．事業の整備効果

②今後整備効果を把握したい項目

整備効果の分析を実施していない都市のうち、今後、整備効果を把握したい項目は「地域の商団
体・観光団体との連携強化」や「非定期利用者の増加」の項目についての回答が多い。
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N=68
※複数回答あり

（都市）



２．事業の整備効果

③整備効果把握とその活用事例
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札幌市のポロクルでは、毎年のレポートとして事業の効果を含むPR冊子を制作。



２．事業の整備効果

千代田区のちよくるでは、実証実験による効果検証結果をホームページで公表。

14

③整備効果把握とその活用事例



１．コミュニティサイクルの取組動向

２．事業の整備効果

15

３．契約方法・契約更新に関する取り組み

４．新たなシステムの動向



プロポーザルま

たは企画提案, 
14, 47%

入札（競争入

札）, 1, 3%

随意契約, 6, 20%

協定, 4, 13%

その他, 5, 17%

プロポーザルま

たは企画提案, 
1, 8% 入札（競争入

札）, 0, 0%

随意契約, 7, 54%

協定, 2, 15%

その他, 3, 23%

３．契約方法・契約更新に関する取り組み

①契約・協定等の設定

当初開始時の運営者の選定方法はプロポーザルが約５割と最も多い。
一方、契約更新時における運営者の選定方法は随意契約が約５割と最も多い。
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【当初開始時の契約・協定等に関する
運営者の選定方法】

N=30

【更新時の契約・協定等に関する
運営者の選定方法】

N=13



行政に帰属, 39, 
60%

運営者に帰属, 12, 
18%

協議により決定, 14, 22%

想定している, 8, 
12%

想定していない, 
51, 79%

その他, 6, 9%

３．契約方法・契約更新に関する取り組み

②契約・協定等に関する財産の帰属

財産の帰属は行政にあると回答した都市が約６割と最も多い。
契約・協定等の更新時に自転車等の入れ替えを想定している都市が８都市あり、そのうち、完全に
営業を休止させると回答した都市は１都市であり、その他の７都市は営業に大きな影響が出ないよ
うに入れ替えを実施すると回答。

17

【財産の帰属】 【更新時における自転車や
ポートシステムの入れ替えの想定】

【入れ替え期間中の
コミュニティサイクル事業の運営】

N=65 N=8N=65
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営業を休止

一部を営業休止し順次

入れ替え

旧サービスと新サービ

スを併存させ段階的に

切り替え

１晩程度で入れ替えが

できる

その他



【参考】契約更新に関する海外事例
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パリ市（2017年12月）の事例

パリ市では2007年より「Velib’（ヴェリブ）」のサービスを開始。
「Velib’」は「JCDecaux社」とパリ市の契約（10年の契約期間）により事業が進められていたが、
契約満了に伴い、2017年春に契約更新入札を行ったが結果として「Smovengoコンソーシアム」が落
札した。
システムが異なるため機器の入れ替えを行いながら2018年1月より一部のポートでSmovengoコン
ソーシアムが事業を開始している。
しかし、2018年4月までにすべてのポート機器を入れ替えるとする契約の達成に対し、疑問を呈す報道
もなされている。

2017年12月までのVelib’
（JCDecaux社）

2018年1月からのVelib’
（ Smovengoコンソーシアム）
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４．新たなシステムの動向
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2016年頃より、中国国内を中心にポート（ステーション）を置かず街中に配置された自転車を自由に使う
タイプの「フリーフロート型バイクシェアリング」が急速に普及。
2017年頃からは米国・シンガポール・オランダなど各国の企業も参入し、世界各地に広がっている。

Mobike（中国） ofo（中国）

obike（シンガポール） Vbike（アメリカ）

Frick bike（オランダ）



４．新たなシステムの動向
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ユーザーのスマートフォンで貸出返却管理を行うシステム。
自転車の鍵管理は、ユーザーのスマートフォンとBluetoothで自転車と接続して実施する。

シンガポールObike社のシステム
アプリをダウンロードし、アプリ上で貸出返却。自転車のQRコードを読み取り、貸し出し返却処理を行う。
どこかで会員になれば世界中で使用できるシステム。

台湾とオランダで同じIDで貸し出し返却可能マップで自転車を検索自転車のQRコード



４．新たなシステムの動向
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2017年後半から、中国国内で無秩序に広がったこれらのサービスに対し、放置自転車や投棄の問題が
生じていることから一部都市（北京・上海・成都等）で規制が導入されている。
中国国外でもシンガポールで規制を導入している。

中国のバイクシェアリングの状況



４．新たなシステムの動向
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日本国内でも多くの企業、積極的に参入を表明している。
すでに国内の一部自治体には国内外の企業より打診等がされている。
2017年夏には札幌市でMobike（中国）が事業を開始。そのほかの企業も新規参入がみられる。

2017.8.9 （株）OFO JAPAN2017.9以降にサービス
開始を目指すことを表明

2017.8.23 モバイク・ジャパン（株）
札幌市でサービス開始

2017.11.21
(株)セブン-イレブン・ジャパンと
Openstreet(株)が協業でさいたま市でサー
ビスを開始。

2017.12.20 LINEがモバイク・ジャパンと資本業務締結
を行い、参入を発表。

2018.1.17 オーシャンブルースマートのPIPPAが板橋
区でサービス開始

2018.2.27 (株)メルカリと(株)ソウゾウによる「メルチャ
リ」が福岡でサービス開始

札幌市でサービスを開始したMobike

板橋区でサービスを開始したPiPPA



補助金及びその他

の支援※あり, 65, 
59%

その他の支援※あ

り, 6, 6%

支援なし, 39, 35%

５．完全民営事業の事例

24

行政からの補助金等の支援がある都市は全体の約６割。
補助金以外の行政支援を受けている都市は全体の１割以下。
一方で、行政の補助金や関与がなく完全に民間のみで設置や運営を実施しているような事例もある。

【行政支援の有無】

N=110 ※その他の支援：ポート用地の提供・広報及び広告等


